
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 章 誘導区域および誘導施策等の設定 
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１ 誘導区域等の設定方針 

 

１ 本市が目指す都市像と誘導区域の関係 
本市が目指す将来の都市像は，「つくばみらい市都市計画マスタープラン」において，『誰もが

豊かに暮らせる しあわせ“みらい”都市』とし，４つの都市づくりの目標を掲げています。 

本計画では，将来に向けた都市づくりの考え方として，都市交流拠点や地域交流拠点への都市

機能の集約化と中心市街地の活性化を推進するとともに，都心との連絡利便性を高め，公共交通

政策の戦略的な展開により，緩やかな都市構造の集約化を進めることが重要です。 

本計画では，これら拠点への都市機能の集積とともに，居住を誘導し，都市計画マスタープラ

ンで示す都市像の具現化を図ります。 

【都市構造図】 
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２ 居住誘導区域および都市機能誘導区域等の位置づけ 
都市計画マスタープランの将来都市像の具現化に向け，居住や都市機能の誘導に関する区域

の位置づけを次に整理します。 

区域 位置づけ 区域設定の考え方 

居住誘導区域 ・日常生活に必要なサービス機

能や一定水準の公共交通サー

ビスを確保し，将来にわたり本

市の居住の柱として，人口を維

持する区域 

＜都市計画マスタープランで都市的居住地域のうち
鉄道駅周辺とするエリア＞ 

・みらい平駅周辺及び伊奈東市街化区域：本市の根幹とな

る中心市街地とそれに近接する市街地を基本として設

定（市街化区域と同範囲） 

・小絹駅周辺市街化区域：地域の中心地として発展してき

た市街地を基本として設定（市街化区域と同範囲） 

 都市機能 

誘導区域 

・鉄道駅に近く，様々な都市機能（商業，業務，居住，医療，福祉，教育，歴史・文化，観光

など）が集積し，都市生活の利便性を確保することで賑わいを高める区域 

 都市 

交流 

拠点 

・住宅地や商業業務地などが集

積する本市の顔として，様々な

都市機能を誘導する拠点 

＜都市計画マスタープランで都市交流拠点とする地区＞ 

・みらい平駅周辺地区：本市の中心地となる地区に設定 

地域 

交流 

拠点 

・主要な交通結節点として様々

な交流と賑わいを創出する拠

点 

＜都市計画マスタープランで地域交流拠点とする地区＞ 

・小絹駅周辺地区：国道 294 号及び（都）小絹停車場・大

谷津線沿道に設定 

 生活拠点 ・日常生活圏において，既存の商

店施設などの地域生活を支え

る拠点 

＜都市計画マスタープランで地域生活拠点とする地区＞ 

・伊奈東地区に設定 

一般居住区域※ ・日常生活に必要な施設を維持

しながらこれまで通りに暮ら

し続けられる区域 

＜都市計画マスタープランで都市的居住地域のうち鉄道

駅周辺以外とするエリア＞ 

・谷井田市街化区域：市街化区域（工業系市街化区域を除

く）であって，居住誘導区域以外の区域を基本として設

定 

 生活拠点 ・日常生活圏において，既存の商

店施設などの地域生活を支え

る拠点 

＜都市計画マスタープランで地域生活拠点とする地区＞ 

・谷井田地区の県道取手つくば線沿道地区に設定 

※一般居住区域は法的指定の区域ではなく，本市独自の区域として指定 

【将来的な都市構造のイメージ】 
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３ 各区域のイメージ 
□都市機能誘導区域 

・商店やオフィス，文化施設などの様々な都市機能を誘導し，賑わいある楽しい環境をつくること
で，まちなかの魅力向上や便利な暮らしを支える拠点を形成します。 

 
≪まちのイメージ≫ 

・商店が充実していて，イベントもあって 

活気があるまち 

・家族で一緒に楽しめるまち 

・子育てしやすい便利なまち 

・にぎやかで楽しいまち 

 

 

 

  

□居住誘導区域 

・公共交通の利便性の向上を図り，住宅や暮らしに必要な施設などの誘導や地域コミュニティの維
持・活性化により，自動車での移動に頼ることなく，安全・快適に暮らすことができる環境をつ
くります。 

 
≪まちのイメージ≫ 

・暮らしに身近な買い物が便利なまち 

・地域の繋がりが感じられて，子育てや 

高齢者も安心して暮らせるまち 

・公共交通やコミュニティバスなどで， 

通勤・通学の便が良くて暮らしやすいまち 

 

 

  

□一般居住区域（一般居住区域は法的指定の区域ではなく，本市独自の区域として指定） 

・空き地を活かした市民農園の開設やゆとりある住まいづくり，家族との同居・近居，住主体のま
ちづくりなどを進めることにより，地域コミュニティの維持・活性化を図り，これまで通りの暮
らしやすい環境を維持します。 

 
≪まちのイメージ≫ 

・田園の環境が近くにあって，自然に 

親しみ，地域産物も手に入りやすいまち 

・みんなで話し合い，多世代で暮らしや 

 すい地域をつくるまち 

・現在の暮らしやすいまちを引き続き， 

維持していくまち 

・コミュニティバスなど，通勤・通学 

の便が良くて暮らしやすいまち 
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４ 居住誘導区域および都市機能誘導区域等のあり方 
居住誘導区域および都市機能誘導区域，一般居住区域（以下「誘導区域等」という。）は，今

後の人口減少や高齢化が進行したとしても，都市機能や居住が確保・維持され，本市の持続的な

成長を支える区域であることを踏まえ，次の考え方を基本として区域を設定します。 

 

≪居住誘導区域および都市機能誘導区域≫ 

○全ての人口や都市機能の集約を図る区域ではなく，様々な都市機能や交通手段が存在し，多様

な暮らしが実現できる区域として設定します。 

○都市機能誘導区域は，都市機能や賑わいの創出を図る区域であるとともに，居住誘導区域とし

ての役割を併せ持つことを原則とします。 

○各種誘導施策などにより緩やかな誘導・集約を目指すことを基本とします。 

≪一般居住区域※≫ 

○必要な施設を維持しながら，これまで通りの暮らしを続けられることを目標とします。 

※一般居住区域は法的指定の区域ではなく，本市独自の区域として指定します。 

 

５ 徒歩圏の設定 
誘導区域等の設定にあたり，拠点や駅・バス停などから徒歩で移動ができる範囲，「徒歩圏」

は，「都市構造の評価に関するハンドブック」「バスサービスハンドブック」を参考とし，次の通

り設定します。 

 

○一般成人が抵抗なく，高齢者も移動が可能な距離として徒歩圏は「300ｍ」を基本とします。 

○つくばエクスプレス・関東鉄道の駅から 800ｍを徒歩圏とします。 

※公共交通重要路線の中でもサービスレベル（定時性・運行便数など）が高く，また駅前広場が整備され各種交

通機関の重要な交通結節点として機能していることなどを考慮して設定します。（同等の機能を有する場合は

追加を検討） 
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６ 誘導区域等に含めない区域について 
居住誘導区域や一般居住区域については，住宅や都市機能の誘導又は維持を図る区域である

ことから，次に示す災害リスクの高い区域や住宅の建築を制限している区域などは含めないこ

ととします。 

■居住誘導区域に含めない区域 【 】内は根拠法 

①市街化調整区域【都市計画法】 

②工業専用地域，特別用途地区（※）や地区計画で住宅の建築を制限する区域【都市計画法】 

③地すべり防止区域【地すべり等防止法】 

④急傾斜地崩壊危険区域【急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律】 

⑤土砂災害特別警戒区域【土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律】 

⑥土砂災害警戒区域【土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律】 

⑦浸水想定区域（※）【水防法】 

※特別用途地区は、本市に該当する区域はありません。 

※平成 27 年基礎調査，参考：国土数値情報において，2.0ｍの浸水が想定される区域については，居住誘導区域

には設定していません。 

※小絹地区の一部０～1.0ｍの浸水想定区域は，居住誘導区域に含めています。（次頁参照） 

 

■一般居住区域に含めない区域  

○上記「居住誘導区域に含めない区域」に示す①～⑥の区域 

なお，都市再生特別措置法や都市計画運用指針において災害リスクが高い地域として示され

ている区域（上記に示す「居住誘導区域に含めない区域」に示す③～⑦の区域）については，

区域の新規指定や見直しが行われた場合，その災害リスクなどを総合的に判断し，居住誘導区

域や災害リスクに関する区域指定が解除された場合，安全性を総合的に判断し，誘導区域など

への編入を検討するものとします。 
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※小絹地区の一部を居住誘導区域に含めた根拠  

 

【参考】浸水想定区域におけるハード面，ソフト面の対策  

 

 

  

・小絹地区の一部では０～1.0ｍの浸水想定区域であるが，徒歩による避難経路や避難所が近接

に確保できているため，居住誘導区域に含めます。 

・地域防災計画による各種施策・対策を定めています。 

 

つくばみらい市地域防災計画は，防災に関する事項について，関係機関の協力を含めた総合的

な計画を定め，市民の生命及び財産を災害から保護し，もって，地域社会の安寧の確保を目的

とするとともに，風水や地震による被害を最小限化する「減災」の考え方を基本方針とし，た

とえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し，災害の予防，発生時の応急対策及び

復旧対策を含む総合的な各種施策・対策を定めています。 

○ハード面の対策 

・鬼怒川及び小貝川は，国土交通省の直轄河川で，河川氾濫などの災害防備対策が進んでいま

す。 

・床上床下の浸水などを未然に防止するため，樋管の管理点検を行うとともに，排水施設の整備

を図ることとしています。 

・近接の都市計画道路守谷・小絹線は，現在の市道より約 1.0～1.5m 嵩上げされた道路として，

整備工事が進められています。 

・防災行政無線などにより，大雨，暴風，洪水，地震による災害の発生情報などを配信します。 

○ソフト面の対策 

・ハザードマップの作成・配布 市民に周知させるため，洪水・土砂災害ハザードマップの配布

その他必要な措置を講じていきます。 

・関東東北豪雨を踏まえ，市民一人ひとりが，避難に必要な防災情報を正しく理解し，自らの環

境や地域の特性に合った避難行動をとれるよう，マイタイムライン講座を開催し，日頃より水

害からの避難を考える取組を行っています。 

・避難勧告などの判断基準・伝達方法マニュアルの作成 避難勧告等に関するガイドライン（内

閣府防災担当）を参考に，国又は県及び水防管理者などの協力を得て災害事象の特性や収集で

きる情報を踏まえ，避難すべき区域，避難指示などの発令に係る具体的な判断基準及び伝達方

法を明確にした実用性の高いマニュアルを利用し，判断基準を設けています。 

・防災行政無線で放送した内容を配信するメール配信サービス，テレホンサービスでお知らせし

ています。あわせて，高齢者，障がい者などの災害時要配慮者にも配慮した判りやすい情報伝

達体制の整備を進めています。 

・雨量水位情報などの効率的な活用 市内の気象情報を収集できるように市内 10 箇所に超高密

度気象観測・情報提供システム（ＰＯＴＥＫＡ）を設置し，雨量などの情報の提供体制の整備

を行っています。 

・近隣自治体と広域避難や民間事業者，関係機関との間で災害協定を結び，各種応急復旧活動に

関する人的・物的支援について，協力体制を構築しています。 
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■誘導区域等に含めない区域 

 

 

  

※将来人口推計は，2015 年（平成 27 年）

のデータをもとにした社人研のデータ

を使用しており，一部の地区では，最新

の人口動向による推計値とは異なる可

能性があります。 
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２ 居住誘導区域及び一般居住区域の設定 

 

１ 区域の設定方針 
居住誘導区域は，つくばみらい市都市計画マスタープランで位置づけた「都市的居住地域」の

うち鉄道駅周辺（市街化区域（工業系市街化区域を除く））を基本として設定します。 

また，一般居住区域は，市街化区域（工業系市街化区域を除く）のうち居住誘導区域や災害リ

スクがある区域を除き，つくばみらい市都市計画マスタープランで「都市的居住地域」と位置づ

けた区域のうち鉄道周辺以外を基本として設定します。 

【居住誘導区域および一般居住区域の設定方針】 

位置づけ 区域設定の考え方 

居住誘導区域 ＜都市計画マスタープランで都市的居住地域のうち鉄道駅周辺とするエリア＞ 

・みらい平駅周辺及び伊奈東市街化区域：本市の根幹となる中心市街地とそれ
に近接する市街地を基本として設定（市街化区域と同範囲） 

・小絹駅周辺市街化区域：地域の中心地として発展してきた市街地を基本とし
て設定（市街化区域と同範囲） 

一般居住区域 

※一般居住区域は法

的指定の区域では

なく，本市独自の区

域として指定 

＜都市計画マスタープランで都市的居住地域のうち鉄道駅周辺以外とするエリア＞ 

・谷井田市街化区域：市街化区域（工業系市街化区域を除く）であって，居住誘
導区域以外の区域を基本として設定 

 

・上記で示す計画などが変更された場合は，変更の内容を総合的に判断した上で居住誘導区域の見直し
を行います。 

・居住誘導区域の境界がかかる土地で，一体的な建築行為等を行う土地は居住誘導区域に含めます。 

・既に市街化区域に囲まれており，計画的な市街化を予定する区域又は本計画の趣旨に基づき新たに都
市機能の集積を図る区域については，市街化区域への編入後に上記の設定方針に基づき区域を指定し
ます。 

2 区域設定の考え方 
次のようなプロセスで居住誘導区域と一般居住区域を設定しました。 
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■居住誘導区域及び一般居住区域の設定 

都市計画マスタープランの将来都市構造図や，第２章で行った都市構造の分析（人口増減率，防災

上危険性が懸念される地域，基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率など）との整合を図り区域を

設定しています。 

□都市計画マスタープラン（将来都市構造図） 

 

 

 

 

□人口増減率（2015 年⇒2040 年） 

 

□防災上危険性が懸念される地域 

 

□基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率 
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３ 居住誘導区域及び一般居住区域 
 

（１）居住誘導区域 

居住誘導区域は，市街化区域（工業系市街化区域を除く）のうち，つくばエクスプレスのみら

い平駅の開業を機に発展した，みらい平地区並びにそれに近接する伊奈東地区，守谷市と近接し

地域の市街地として発展してきた小絹地区を基本として設定します。ただし、工業系用途（準工

業地域、工業地域）は居住誘導区域から全て除外しています。また、浸水想定区域にかかる範囲

は一部除外しています。指定された区域では，通常の都市計画事業と同様に都市計画税を充当し

て改修事業を進めることが可能となります。 

【みらい平地区・伊奈東地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小絹地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居住誘導区域 

【凡 例】 
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（２）一般居住区域（※） 

一般居住区域は，市街化区域（工業系市街化区域を除く）のうち，居住誘導区域以外の区域で面

的な市街地整備がされている谷井田地区を基本として設定します。 

ただし，以下の点に留意しながら，検討を行います。 

・人口減少下において，人口密度にこだわらず，良好な自然環境に囲まれた豊かな生活など，

新たなワークスタイル・ライフスタイルを実現する場ともなりうる地域であることから，こ

れらのニーズを取り入れた地域づくりやコミュニティが円滑に進むよう必要な支援や対策の

あり方を検討します。 

・住宅などの跡地など，面的ではなく個々に空き地などが発生して居住環境の悪化などの外部

不経済が発生する可能性があり，このような外部不経済を経過措置的に防止するため，空き

地などが適切に利用管理される仕組みを整えることを検討します。 

 

【谷井田地区】 

 

  

一般居住区域 

【凡 例】 

※一般居住区域は法的指定の区域ではなく，本市独自の区域として指定 
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３ 都市機能誘導区域及び生活拠点の設定 

 

１ 区域の設定方針 
都市機能誘導区域は，つくばみらい市都市計画マスタープランで位置づけた「都市交流拠点」

及び「地域交流拠点」とする地区を基本として設定します。 

また，生活拠点は，つくばみらい市都市計画マスタープランで位置づけた「地域生活拠点」を

基本として設定します。 

 

位置づけ 区域設定の考え方 

都市機能

誘導区域 

都市交流 

拠点 

＜都市計画マスタープランで都市交流拠点とする地区＞ 

・みらい平駅周辺地区：本市の中心地となる地区に設定 

地域交流 

拠点 

＜都市計画マスタープランで地域交流拠点とする地区＞ 

・小絹駅周辺地区：国道 294 号及び（都）小絹停車場・大谷津線

沿道に設定 

生活拠点 ＜都市計画マスタープランで地域生活拠点とする地区＞ 

・伊奈東地区に設定 

・谷井田地区の県道取手つくば線沿道地区に設定 

  

2 区域設定の考え方 
次のようなプロセスで都市機能誘導区域と生活拠点を設定しました。 
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３ 都市機能誘導区域 
都市機能誘導区域は，鉄道駅を中心とするおおむね 800ｍ圏（10 分程度で歩ける範囲）を基本

とします。指定された区域では，通常の都市計画事業と同様に都市計画税を充当して改修事業を

進めることが可能となります。 

みらい平駅周辺地区と小絹駅周辺地区の具体的な区域設定にあたり，各地区の立地特性の把

握と区域設定の考え方は以下のとおりとなります。 

 

【みらい平地区（約 60.2ha）】 

みらい平駅周辺地区においては，用途地域の指定状況や都市施設の立地状況を加味しつつ，市

街地の一体性や生活圏の広がり，建物の立地状況などを勘案して区域を設定します。 

みらい平駅を中心とした近隣商業地域と，隣接する準住居地域や第一種住居地域を基本とし

て，幹線道路で結ばれた都市計画公園を含む区域とします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小絹地区（約 17.1ha）】 

小絹駅周辺地区においては，用途地域の指定状

況や都市施設の立地状況を加味しつつ，市街地の

一体性や生活圏の広がり，建物の立地状況などを

勘案して区域を設定します。 

小絹駅を含む準住居地域を基本とし，北側は幹

線道路まで，西側は一部幹線道路沿いの第一種住

居地域も合わせた区域とします。  

 

  

【凡 例】 

居住誘導区域 

都市機能誘導区域 
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４ 生活拠点 
生活拠点は，日常生活圏において既存の商店施設などの地域生活を支える拠点として，都市計

画マスタープランに示した地域生活拠点と同様とし，伊奈東地区及び，谷井田地区の県道取手つ

くば線沿道に設定します。 

   なお，都市機能誘導区域のうち，「みらい平駅周辺地区」は本市の中心地となる都市交流拠点，

「小絹駅周辺地区」は国道 294 号及び（都）小絹停車場・大谷津線沿道の地域交流拠点です。 

【参考：都市計画マスタープラン 将来都市構造図】 

  

生活拠点 
（伊奈東地区） 

生活拠点 
（谷井田地区の県道取手つくば線沿道地区） 

地域交流拠点 

（小絹駅周辺地区） 

都市交流拠点 

（みらい平駅周辺地区） 
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■都市機能誘導区域，居住誘導区域，一般居住区域 

 

 

  

【凡 例】 

居住誘導区域 

都市機能誘導区域 

一般居住区域 
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４ 居住や都市機能配置の方針 

 

１ 居住や都市機能の配置の考え方 
本計画で定める誘導区域等は，全ての人口や都市機能を特定の区域に集約するものではなく，

様々な都市機能や交通手段が存在し，多様な暮らしが実現できる区域を目指しています。 

そのため，本計画で用いる「誘導」とは，長期的に，緩やかに，居住（住む場所）や都市機能

の立地を推奨していくものであり，強制的に集めるものではありません。 

これらを踏まえ，居住や各種都市機能が将来的に新設や移転を行う際の望ましい配置の考え

方を整理し，都市機能ごとに“誘導する区域”を位置づけます。 

【居住や都市機能の配置に関する考え方】 

 

  



 

91 

 

5 誘導施設 

 

１ 誘導施設の基本的な考え方 
 誘導施設は，都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべきとされる都市機能増進施設（医療・

福祉・商業施設など）です。各都市機能誘導区域において，まちの魅力づくりや居住者の利便性

などの観点から検討し，現在不足している機能（施設）や，今後とも維持が求められる機能（施

設）などを対象に設定するものです。国の指針では，都市機能誘導施設に定めることが考えられ

る施設として，下記の施設が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：第 10 版 都市計画運用指針（平成 30 年９月）国土交通省  
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２ 都市機能誘導区域内における都市機能の立地特性について 
誘導施設の配置については，都市機能立地の状況分析（種類や位置など）を行い，誘導施

設の配置方針を示します。 

 

【みらい平駅周辺地区 現在の都市機能の立地状況把握について】 

みらい平駅周辺地区は，みらい平駅周辺地区の市街化区域内のうち駅からの徒歩圏 800ｍ圏内

に約半数の都市機能を有した施設が立地しています。 

各施設の立地状況が幹線道路沿いにあり，商業施設（コンビニエンスストア）や保育所など，

駅直近には施設が立地をしていない状況です。 

  市街化区域内 

（みらい平駅周辺地区） 

駅徒歩圏800ｍ圏内 

（みらい平駅周辺地区） 

〇 医療施設 ３施設 ２施設 

□ 福祉施設 ６施設 ３施設 

△ 商業施設（スーパーマーケット） ３施設 ２施設 

▽ 商業施設（コンビニエンスストア） ３施設 １施設 

☆ 保育所 10 施設 ６施設 

◇ 公園緑地 14 施設 ５施設 

 

 

  

駅からの徒歩圏 800ｍ圏

内 

都市機能誘導区域 

みらい平駅 
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【小絹駅周辺地区の現在の立地特性】 

小絹駅周辺地区は，小絹駅周辺地区の市街化区域内のうち駅からの徒歩圏 800ｍ圏内に約半数

の都市機能を有した施設が立地しています。 

各施設の立地状況が幹線道路沿いにあり，商業施設（スーパーマーケット）については駅から

の徒歩圏 800ｍ圏内に施設が立地をしていない状況です。 

  市街化区域内 

（小絹駅周辺地区） 

駅徒歩圏800ｍ圏内 

（小絹駅周辺地区） 

〇 医療施設 １施設 １施設 

□ 福祉施設 ３施設 ３施設 

△ 商業施設（スーパーマーケット） １施設 ０施設 

▽ 商業施設（コンビニエンスストア） ２施設 １施設 

☆ 保育所 ２施設 １施設 

◇ 公園緑地 ４施設 ２施設 

 

 

 

 

  

駅からの徒歩圏 800ｍ圏

内 

都市機能誘導区域 

【現在の都市機能の立地状況を踏まえた課題】 

 みらい平駅，小絹駅ともに駅直近に都市機能増進施設（医療・福祉・商業施設など）が立

地していない状況で，幹線道路沿道に立地していることが特徴として挙げられます。 

 コンパクト･プラス･ネットワークの実現のために，都市機能増進施設を都市機能誘導区域

内にさらに集約していくことが必要です。 

小絹駅 
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３ 本市における誘導施設の考え方 
誘導施設は，人口減少や少子高齢化社会においても，都市機能誘導区域に維持・確保すべき施

設として，都市再生特別措置法第 81 条の中で定めることとなっています。 

本市においては，前述の都市機能の配置の方針や立地特性などをふまえ，下表の施設を誘導施

設として位置づけます。なお，該当する施設が立地する際には，各種支援制度に関する情報提供

を行うとともに，必要に応じて事業者などとの協議・調整により，都市機能誘導区域での立地の

誘導を図ります。 

 

【誘導施設の種類と誘導する拠点施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

商業 食品スーパー，複合商業施設

金融 銀行・郵便局

医療 病院・診療所・薬局

健康・福祉 健康・福祉拠点施設

子育て支援 保育所，認定こども園

公共サービス 市役所支所，行政サービス機能を有する施設

業務 事務所(公共施設機能，交流機能（コワーキングスペース等）を有した施設）

機能 施設



 

95 

 

４ 居住や都市機能における誘導施設の施策と配置方針 
本市が目指す都市づくり『誰もが豊かに暮らせる しあわせ“みらい”都市』の実現に向け，

居住や都市機能などの都市構造の集約化を図るとともに，生活スタイルの転換を図る各種取組を

総合的に展開します。 

【居住誘導施策の考え方】 

 居住誘導区域における居住誘導施策の考え方は，以下のとおりとなります。 

 

①誘導施策の検討 

・財政上，金融上，税制上の支援措置を検討する。 

・公共交通サービスをはじめ，居住環境改善のための方策について検討する。 

②規制的手法の活用検討 

・居住誘導区域内への人口誘導を効果的にするための都市計画の見直しについて検討する。 

③届出制度の活用検討 

・一定の行為について届出対象外とするような，都市再生特別措置法第 88条第 1項 4号に規    

定する条例の具体的内容を検討する。 

 

【都市機能誘導施策の考え方】 

 都市機能誘導区域における誘導施設の施策の考え方は，以下のとおりとなります。 

 

①誘導施策の検討 

・都市機能立地支援事業をはじめとした支援措置の活用について，施設整備などの事業に取り  

組む上での課題や方向性も見据えて検討する。 

   ・用途地域変更，指定容積率緩和など，都市計画上の優遇措置を検討する。 

   ・各担当部局から得る財政上，金融上，税制上の支援措置を整理する。 

   ・民間事業者が活用可能な施策を検討する。 

 ②誘導施設の配置方針 

・都市機能誘導区域内において，立地を誘導すべき施設について，施設の充足状況や関係部局・     

団体や民間事業者による施設整備事業の動向を庁内関連部署から情報提供や既存資料などに    

より把握を行い，誘導施設の配置方針は次ページの表のとおりとする。 

 ③規制的手法の活用検討 

・都市機能誘導区域外における誘導施設の届出に対する調整や勧告，斡旋の基準について検討 

を行う。 
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【誘導施設の配置方針】 

本市における，２つの都市機能誘導区域（みらい平駅周辺地区・小絹駅周辺地区）について，地域

の人口規模や施設の立地状況などの分析を踏まえて，今後の都市機能として充足・維持する施設など

を勘案し，誘導施設の配置方針を次のとおり設定しました。 

 
 
 

 

   

【誘導施設】 
◎：今後の都市機能を充足させるために設定する施設 
〇：今後の都市機能を維持してために設定する施設 

都市交流拠点

(みらい平駅周辺）

地域交流拠点

(小絹駅周辺）

◎ ◎ 小売商業又はサービス業を営む店舗 ・日常生活に必要な施設であるため誘導

◎ ◎
食料や日用雑貨など多数の品種を扱う

小規模な店舗
・中心市街地や地域の賑わいを創出するため誘導

○ ◎ 銀行

◎ ○ 郵便局

◎ ◎ 病院 ・高齢者等が容易に通院できるように誘導

◎ ◎ 診療所 ・日常生活に必要な施設であるため誘導

◎ ◎ 調剤薬局 ・病院・診療所と合わせて必要な施設であるため誘導

○ ○ 高齢者介護予防健康増進施設

○ ○
小規模多機能型居宅介護施設

･介護予防小規模多機能型居宅介護施設

○ ○ 認知症対応型通所介護施設

○ ○ 障がい福祉サービスを提供する事業所

○ ○ 障がい児通所支援を提供する事業所

○ ○ 健康増進施設 ・不特定多数の利用を見込み，交通アクセス等を踏まえ適正に配置

○ ○ 保育所

○ ○ 認定こども園

○ ○ 小規模保育施設

○ ○ 事業所内保育施設

○ ○ 地域子育て支援センター

○ ○ 病児病後児保育施設

○ ○ 子育て支援施設

◎ ○ 市役所支所 ・日常生活に必要な施設であるため誘導

◎ ○ 教育施設 ・中心市街地の賑わいを創出するため誘導

○ ○ 地域交流センター・研修施設

○ ○ 図書館

業務 ◎ ○
事務所(公共施設機能，交流機能

（コワーキングスペース等）を有した施設）
・中心市街地の賑わいを創出するため誘導

・日常生活に必要な施設であるため誘導

・高齢者等が容易に利用できるように誘導

・日常生活に必要な施設であるため誘導

誘導施設
各施設の望ましい配置の方針

（将来的な新設，移転時）

・日常生活に必要な施設であるため誘導

・日常生活に必要な施設であるため誘導

公共

サービス

都市機能誘導区域

健康

・福祉

医療

商業

金融

機能

子育て

支援
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６ 届出制度 

 

１ 居住誘導に関する届出 
①届出の義務 

 居住誘導区域外への住宅開発などの把握を目的として，居住誘導区域外で以下の行為を行う

場合，都市再生特別措置法第 88 条第１項の規定に基づき，行為の種類や場所などについて，市

長への届出が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

②届出の時期 

 届出は，上記の行為に着手する 30日前までに行う必要があります。 
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２．都市機能誘導に関する届出 
 

①届出の義務（都市機能誘導区域外への開発行為，建築等行為） 

 都市機能誘導区域外への誘導施設の立地状況の把握を目的として，都市機能誘導区域外で誘

導施設を対象に以下の行為を行う場合，都市再生特別措置法第 108 条第１項に基づき，行為の

種類や場所などについて，市長への届出が必要となります。なお，他区域で設定し，当該区域

で設定していない誘導施設に関する開発行為や建築等行為を行う場合も届出が必要です。 

②届出の義務（都市機能誘導区域内での誘導施設の休止または廃止） 

都市機能誘導区域内の誘導施設の休止又は廃止を事前に把握することを目的として，都市

機能誘導区域内で，誘導施設を休止または廃止しようとする場合は，都市再生特別措置法第

108 条の２の規定に基づき，市長への届出が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③届出の時期 

届出は，上記の行為に着手する 30日前までに行う必要があります。 

  

【都市機能誘導区域内外での届出の例】 
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④届出の対象となる誘導施設 

届出の対象となる誘導施設は以下のとおりとなります。 

 

【届出対象となる誘導施設】 
 

 

 

 

  

小売商業又はサービス業を営む店舗 施設の例：コンビニエンスストア，小型スーパーマーケット

食料や日用雑貨など多数の品種を扱う

小規模な店舗
施設の例：スーパーマーケット（複合商業施設），ホームセンター，家具店

銀行 銀行法第4条第1項の内閣総理大臣の免許を受けて銀行業を営む者

郵便局

郵便窓口業務：簡易郵便局法第2条に規定する施設

銀行窓口業務：銀行法第2条第1項に規定する銀行を所属銀行として営む銀行代理業をとする施設

保険窓口業務：保険業法第2条第3項に規定する生命保険会社を所属保険会社等として営む保険募集及

び関連保険会社の事務の代行をする施設

病院 医療法第1条の5第1項に定める病院

診療所 医療法第1条の5第2項に定める診療所

調剤薬局 医療法第1条の２第２項に規定する調剤を実施する薬局 

高齢者介護予防健康増進施設 トレーニング機能の他，プール・体育館等を備えた，高齢者が運動機能向上に取り組める施設

小規模多機能型居宅介護施設

･介護予防小規模多機能型居宅介護施設
介護保険法第８条第19項及び第23条，第8条の2第14項に定める施設

認知症対応型通所介護施設 介護保険法第８条18項，第8条の2第13項に定める施設

障がい福祉サービスを提供する事業所
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する以下の障がい福祉サービスを

提供する事業所

障がい児通所支援を提供する事業所 児童福祉法第21条の5の2に定める障害児通所支援を提供する事業所

健康増進施設 体育館，水泳プール，運動場等のスポーツ施設及び集会場機能を備えた施設

保育所 児童福祉法第39条第1項に規定する施設

認定こども園 就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律第2条第6項に規定する施設

小規模保育施設 児童福祉法第6条の3第10項に規定する事業に関する施設

事業所内保育施設 児童福祉法第6条の3第12項に規定する事業に関する施設

地域子育て支援センター 児童福祉法第6条の3第6項に規定する事業に関する施設

病児病後児保育施設 児童福祉法第6条の3第13項に規定する事業に関する施設

子育て支援施設

児童福祉法第6条の3第2項に定める放課後児童健全育成事業を行う事業所，児童福祉法第6条の3第2項

に定める放課後児童健全育成事業を行う事業所で小学生向け学習塾等の教育施設と学童保育サービスを

併設した子育て支援施設

市役所支所 地方自治法第 4 条第 1 項に規定する事務所

教育施設

学校教育法第1条に定める施設

（幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，大学及び高等専

門学校）

学校教育法第124条に定める施設（専修学校）

学校教育法第134条に定める施設（専門学校）

地域交流センター・研修施設
地域住民の相互交流を目的とし，地域活性化の活動拠点として，文化･スポーツ･地域交流等の都市活

動･コミュニティ活動を支える施設

図書館 図書館法第2条で定める施設

業務
事務所(公共施設機能，交流機能

（コワーキングスペース等）を有した施設）

建築基準法に規定する「事務所」の用途に係る施設（誘導用途に供する部分の床面積の合計の延べ面積

に対する割合が２分の１を超えるものに限る。）で，事業の敷地面積が500㎡以上である施設

子育て

支援

根拠法・対象施設

金融

医療

健康

・福祉

商業

機能 誘導施設

公共

サービス
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